
   

令和４年１月３１日 

各事業者団体 宛 

国 土 交 通 省 

財 務 省 

国 税 庁 

 

消費税の適格請求書等保存方式の施行に向けた周知等について 

（協力依頼） 

 

平素から、国土交通行政にご理解とご協力を賜り厚くお礼申し上げます。 

 

消費税の軽減税率制度の実施に伴い、令和５年 10 月 1 日から消費税の適格請求書等保存方式

（いわゆるインボイス制度）が施行されることとなっています。 

インボイス制度においては、買手として消費税の仕入税額控除のためには原則としてインボイ

スの保存が必要になり、売手としてインボイスの交付を行うためには令和３年 10 月から開始さ

れている「適格請求書発行事業者」の登録申請が必要となるといった変更点がございます。 

 そのため、制度開始に向けて制度の内容をご理解いただき、事業者の方々の円滑な準備のため

に、以下の４点についてご協力賜れば幸いです。 

 

１．貴団体の会員事業者向けの説明会開催の検討及び実施 

ご希望に応じ、貴団体が主催する会員向けの説明会・研修会に財務省・国税職員を講師として

派遣させていただきます。こうした説明会・研修会の開催について積極的にご検討いただけます

と幸いです。 

なお、新型コロナウイルス感染症への対応や感染防止の観点から、開催時期や実施方法につい

ては、貴団体の状況に応じてご検討いただければ幸いです。 

詳細は別添１及び２をご覧ください。 

 

２．登録申請開始に関する会員事業者への案内 

国税庁ホームページの「インボイス制度特設サイト」内に「適格請求書発行事業者」の登録申

請手続を掲載しております。同サイト内には、事業者の方の制度理解に資する資料や国税庁・税

務署が主催するどなたでも参加可能な説明会のご案内等も掲載しています。また、一般的なご質

問を受け付けるフリーダイヤルも開設しております。 

令和３年 10 月に登録申請が開始している旨とあわせて、これらの資料等を会員事業者へご案

内いただけますと幸いです。 

 

３．「免税事業者及びその取引先のインボイス制度への対応に関するＱ＆Ａ」について 

免税事業者やその取引先の対応に関して、消費税法だけでなく独占禁止法及び下請法、建設業

法といった関係法令に基づいて「免税事業者及びその取引先のインボイス制度への対応に関す

るＱ＆Ａ」をとりまとめて公表していますので、概要と併せて送付いたします（別添３～５）。

また、これらの関係法令における個別事例等の問い合わせについては相談窓口がございます。 

別紙に記載されている各省庁ＵＲＬにも掲載しておりますので、会員事業者へご案内いただき、

引き続き関係法令が遵守されるよう周知をお願いいたします。 

 

４．中小企業等に向けた支援措置等 

令和３年度補正予算において、インボイス制度への対応に向けたＩＴ導入補助金や持続化補助

金といった予算措置が講じられています。会員事業者やその取引先にご活用いただけるよう、別

紙に記載されているＵＲＬの周知をお願いいたします。 

（以 上） 



   

（別 紙） 

 

＜制度に関する各種ご案内＞ 

【国税庁 インボイス制度特設サイト】 
https://www.nta.go.jp/taxes/shiraberu/zeimokubetsu/shohi/keigenzeiritsu/invoice

.htm 

【国税庁 知っていますか？インボイス制度（リーフレット）】 
https://www.nta.go.jp/taxes/shiraberu/zeimokubetsu/shohi/keigenzeiritsu/pdf/002

2001-063.pdf 

【国税庁 適格請求書等保存方式の概要 インボイス制度の理解のために】 
https://www.nta.go.jp/taxes/shiraberu/zeimokubetsu/shohi/keigenzeiritsu/pdf/002

0006-027.pdf 

【国税庁 適格請求書等保存方式に関する Q＆A】 
https://www.nta.go.jp/taxes/shiraberu/zeimokubetsu/shohi/keigenzeiritsu/qa_01.h

tm 

【国税庁 消費税軽減税率・インボイス制度電話相談センター】 
0120-205-553（無料） 【受付時間】9:00～17:00（土日祝除く） 

 

＜免税事業者及びその取引先のインボイス制度への対応に関するＱ＆Ａ＞ 

【財務省】  

https://www.mof.go.jp/tax_policy/summary/consumption/d02.htm  

【公正取引委員会】 

https://www.jftc.go.jp/dk/guideline/unyoukijun/invoice_qanda.html 

【中小企業庁】  

https://www.chusho.meti.go.jp/zaimu/zeisei/index.html 

【国土交通省】 ※建設業法関係 

https://www.mlit.go.jp/totikensangyo/const/1_6_bt_000178.html 

※ 各ホームページに掲載されているものは同様の内容です。 

 

 

 

 

 

 

＜中小企業等に向けた支援措置＞ 

【中小企業庁 生産性革命推進事業】 

https://www.chusho.meti.go.jp/koukai/yosan/2021/1224/003_seisansei.pdf 

 

建設業法に関する相談窓口はこちらです。 

 国土交通省 不動産・建設経済局 建設業課 

 建設業適正取引推進指導室 

 TEL 03-5253-8362（直） 



 
 
 

 

 



 
 
 



 
 
 



 
 
 



 
 
 



 
 
 



 
 
 



 
 
 



 
 
 



 
 
 



 
 
 



 
 
 



 
 
 

 



 
 
 



 
 
 







【事例１】
〇 「報酬総額11万円」で契約を行った。

〇 取引完了後、インボイス発行事業者でなかったことが、請求段階で判明したため、下請事業者

が提出してきた請求書に記載された金額にかかわらず、消費税相当額の１万円の一部又は全部を支
払わないことにした。

親事業者

①
報酬総額
11万円

②

総額11万円

取引完了後･･･契約

（インボイス番号なし）

この請求書は、インボイス番号が
ないからAさんは免税事業者
ということか･･･︕

インボイス番号なし

③

そ、そんなぁ･･･

④

➢それ、下請法違反です！
発注者（買⼿）が下請事業者に対して、免税事業者であることを理由にして、消費税相当額の
⼀部⼜は全部を⽀払わない⾏為は、下請法第４条第１項第３号で禁⽌されている
「下請代⾦の減額」として問題になります。

よく見ると･･･ 結果･･･

免税事業者
下請事業者Ａ
（個⼈事業者）

インボイス制度後の免税事業者との取引に係る下請法等の考え⽅

Ａさん、あなた免税事業者なら、
消費税相当額は払えないなぁ･･･



【事例２】
〇 継続的に取引関係のある下請事業者と、免税事業者であることを前提に「単価10万円」で発注を行った。

〇 その後、今後の取引があることを踏まえ、下請事業者に課税転換を求めた。結果、下請事業者が課税

事業者となったにもかかわらず、その後の価格交渉に応じず、一方的に単価を据え置くこととした。

それは困ります･･･！

④

それは無理です︕いつもの⾦額
で発注させていただきます︕

次回発注における単価交渉

親事業者

① ② その後･･･単価交渉及び発注

インボイス事業者になった
から、次回は価格交渉しな
いと･･･

③ 課税事業者選択･･･

免税事業者

今後も踏まえ、インボイス登
録をお願いします。

承知しました！

課税事業者選択
登録申請手続

課税事業者になったので、単価の交
渉をお願いします。

➢それ、下請法違反となるおそれがあります！

下請事業者が課税事業者になったにもかかわらず、免税事業者であることを前提に⾏われた単価
からの交渉に応じず、⼀⽅的に従来どおりに単価を据え置いて発注する⾏為は、下請法第
４条第１項第５号で禁⽌されている「買いたたき」として問題になるおそれがあります。

下請事業者Ａ
（個⼈事業者）

※ 継続的に取引が
行われている関係

Aさんは免税
事業者よね

単価
10万円



〇 「請負金額総額110万円」で建設工事の請負契約を行った。

〇 工事完了後、インボイス発行事業者でなかったことが、請求段階で判明したため、下請負人が
提出してきた請求書に記載された金額にかかわらず、一方的に消費税相当額の一部又は全部を支払
わないことにした。

元請負人

① 請負金額総額
1１0万円

②

総額110万円

工事完了後･･･契約

（インボイス番号なし）

この請求書は、インボイス番号が
ないからAさんは免税事業者
ということか･･･！

インボイス番号なし

③ Ａさんは免税事業者なら、
消費税分は払えないなぁ･･･

その額だと原価割れし
てしまうので、それは
困ります･･･ ！

その額だと原価割れし
てしまうので、それは
困ります･･･ ！

④

➢それ、建設業法違反です！
元請負人（下請契約の注文者）が、自己の取引上の地位を不当に利用して、免税事業者である下請負人に
対して、一方的に消費税相当額の一部又は全部を支払わない（減額する）行為により、請負金額がその工事
を施工するために通常必要と認められる原価に満たない金額となる場合には、建設業法第１９条の３の「不当
に低い請負代金の禁止」の規定に違反する行為として問題となります。

よく見ると･･･ 結果･･･

免税事業者下請負人Ａ

インボイス制度後の免税事業者との建設工事の請負契約に係る
建設業法上の考え方の一事例



元請負人と下請負人との関係に関して、どのような行為が建設業法に違反するかを具体的に示すことにより、法律の
不知による法令違反行為を防ぎ、元請負人と下請負人との対等な関係の構築及び公正かつ透明な取引の実現を図ること
を目的として策定（H19.6策定、R3.7最終改訂）

＜建設業法令遵守ガイドライン国土交通省ＨＰ：https://www.mlit.go.jp/totikensangyo/const/1_6_bt_000188.html＞

建設業法令遵守ガイドラインの概要【インボイス関連抜粋】

①見積条件の提示等（法第２０条第３項、第２０
条の２）

▲不明確な工事内容の提示等、曖昧な見積条件により下請負人に見
積りを行わせた場合

②当初契約・変更契約（法第１９条第１項等）

■着工前に書面による契約を行わなかった場合
■追加工事又は変更工事が発生したが、書面による変更契約を行わ
なかった場合

③不当に低い請負代金(法第１９条の３)

▲元請負人が、自らの予算額のみを基準として、下請負人との協議
を行うことなく、下請負人による見積額を大幅に下回る額で下請
契約を締結した場合

④指値発注（法第１９条の３等）

▲元請負人が、下請負人から提出された見積書に記載されている法
定福利費等の内容を検討することなく、一方的に差し引きするな
ど、一定の割合を差し引いて下請契約を締結した場合

⑤不当な使用資材等の購入強制（法第１９条の
４）
▲下請契約の締結後に、元請負人が下請負人に対して、下請工事に
使用する資材等を指定した結果、予定していた購入価格より高い
価格で購入することとなった場合

⑥赤伝処理（法第１９条の３等）

▲元請負人が、下請負人と合意することなく、下請工事の施工に伴
い副次的に発生した建設廃棄物の処理費用を下請負人に負担させ
、下請代金から差し引く場合

⑦不利益取扱いの禁止（法第２４条の５）

▲下請負人が、元請負人からの支払に際し、正当な理由なく長期支払保留を受けたことを監督行政庁に通報したため、取引を停止した場合

策定の趣旨

■：建設業法に違反する行為事例、▲：建設業法に違反するおそれのある行為事例、●：建設業法上望ましくない行為事例
（インボイス制度実施後の免税事業者との取引の観点から特に留意する必要のある行為事例の抜粋）


